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１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成28年２月10日に提出いたしました第12期第２四半期（自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日）に係る四

半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づ

き、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。

　なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており、そ

の四半期レビュー報告書を添付しております。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

２．監査証明について

１　四半期連結財務諸表

(1）四半期連結貸借対照表

(2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

注記事項

（セグメント情報等）

（１株当たり情報）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、上記の訂正事項について

は、訂正後のみを記載しております。
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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自平成27年７月１日
至平成27年12月31日

自平成26年７月１日
至平成27年６月30日

売上高 （千円） 1,075,303 5,618,691

経常利益又は経常損失（△） （千円） △455,090 322,460

親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）又は親会社株主に帰

属する当期純利益

（千円） △287,911 158,038

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △482,915 432,250

純資産額 （千円） 2,937,415 3,346,731

総資産額 （千円） 7,211,820 8,607,216

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利

益金額

（円） △139.20 98.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 86.55

自己資本比率 （％） 32.1 30.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △214,557 △294,847

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △152,465 △166,374

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 58,531 795,413

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 1,416,502 1,794,471

 

回次
第12期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △38.96

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．第12期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載していません。

４．当社は、平成27年３月12日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っています。そのため、第11期の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失金額又は１株当たり当期純利益金額およ

び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しています。

５．当社は、平成27年６月29日付で東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場しているため、第11期

の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から第11期末までの平均株価を期中平均株価と

みなして算定しています。
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６．当社は、第11期第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第11期第２

四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載していません。

７．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に帰

属する当期純利益」としています。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間よりセグメントの区分を変更しています。詳細は、「第４　経理の状況　１　四半

期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものです。なお、当社は、前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していな

いため、前年同四半期との比較分析は記載していません。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀による継続的な金融緩和を背景に

緩やかな回復基調となりました。海外では、米国を中心に緩やかな景気回復が続いていますが、中国をはじめとす

る新興国の景気減速の表面化や米国の利上げによる世界経済への影響が懸念されるなど、世界経済は依然として先

行き不透明な状況が続いています。

　当社グループを取り巻く環境について、エネルギー関連事業では、原油価格の下落に伴い新規石油プラントの建

設や既存プラントの設備更新に係るプラント・オーナーの投資判断が慎重になるなどの状況が続いています。一方

で、石油化学プラント・オーナーにとって原材料である原油の価格低下はコスト・メリットを享受できる状況でも

あり、また、新興国の人口増加や工業の発展を背景に、新規石油化学プラントの建設や既存プラントの能力増強等

の設備更新に一定の需要があります。水関連事業では、国内の水道事業体が保有する設備の更新需要が底堅く存在

する一方、水道施設や老朽した配水管等の耐震化等を優先する傾向も散見され、当社の事業分野である取水設備の

更新に対する予算配分の微減や予算化の遅れなどの影響が一部で見られます。海外では、中国において景気減速や

政治動向により遅れが生じている一部の案件はあるものの、水不足が深刻化する中国や東南アジア等の地域で具体

的な案件が進行しています。

　このような状況の中、当社グループは、収益力の強化と業績の拡大、グループ経営の推進、経営基盤の強化を基

本方針とし、これらの実現に向けて種々の施策に鋭意取り組んでいます。当社グループが成長製品と位置付けてい

る水関連事業のケミレスでは、これまで立証されている地下水に含まれる鉄、マンガン、アンモニア態窒素の除去

性能に加えて、ヒ素除去の性能も実証実験により認められるなど、除去可能な成分を増やしており、土木工事等で

必要となる排水処理の新たなマーケットが顕在化しつつあります。また、ベトナムにおけるケミレス実証実験の成

果を受けて、ＪＩＣＡ「中小企業海外展開支援事業～普及・実証事業～」の委託事業に採択され、第３四半期連結

会計期間以降に実機の納入および技術指導等を予定しています。当該事業は、同国ならびに東南アジア近隣諸国に

おけるケミレス拡販の布石と位置づけています。また、当社グループは、平成27年９月に北京で開催されたＩＷＡ

（国際水協会）等が主催するＡＳＰＩＲＥ（アジア太平洋地域における水に関する国際会議）の展示会に出展しま

した。展示会では、当社の技術、製品等を紹介し、世界各国の水の専門家、企業、団体から高い関心を集めまし

た。

　以上の様な取り組みの結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高1,075,303千円、営業

損失375,281千円、経常損失455,090千円、親会社株主に帰属する四半期純損失287,911千円となりました。なお、

当社グループの業績は、エネルギー関連事業および水関連事業ともに、第４四半期連結会計期間に売上の計上が偏

る傾向があり、当第２四半期連結累計期間の業績は低い水準となっていますが、概ね予想どおりの推移となってい

ます。

 

　セグメント別の業績は、以下のとおりです。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分等を変更しています。

 

　① エネルギー関連事業

新規石油プラントの建設や既存プラントの設備更新に係るプラント・オーナーの投資判断が慎重になる状況が

続いている中で、アジアや中東、欧州等の設備更新に対する一定の需要を取り込むと共に、具体的な案件の商談

を順次進めていますが、納期が連結会計年度末付近に偏る傾向があることから、売上高は627,908千円、セグメ

ント損失は69,595千円となりました。
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　② 水関連事業

ＪＩＣＡ支援事業に採択されたベトナム案件など中国や東南アジアを中心に案件が具体化し、商談が進んでい

ます。一部の国内取水設備の更新需要に対する予算の微減や遅延、中国の景気減速や同国内の政治動向によって

一部の案件に遅れが生じていることから、売上高は447,395千円となり、水関連事業に係る展示会への出展費用

が発生したこと等によりセグメント損失は24,052千円となりました。

 

(2）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は7,211,820千円となり、前連結会計年度末に比べ1,395,396千円減少し

ました。これは主に、仕掛品が162,362千円増加した一方で、売上債権の回収により受取手形及び売掛金が

1,139,675千円減少したこと、現金及び預金が384,967千円減少したことによるものです。

負債合計は4,274,404千円となり、前連結会計年度末に比べ986,081千円減少しました。これは主に、1年内返済

予定の長期借入金が89,427千円および長期借入金が242,494千円増加した一方で、仕入債務の支払により支払手形

及び買掛金が412,400千円減少したこと、私募債の買入消却等により1年内償還予定の社債が75,000千円および社債

が242,500千円減少したこと、未払法人税等が162,029千円、流動負債のその他に含まれる未払金が178,720千円そ

れぞれ減少したことによるものです。

純資産合計は2,937,415千円となり、前連結会計年度末に比べ409,315千円減少しました。これは主に、平成27年

７月29日の第三者割当による新株の発行により資本金が36,800千円および資本剰余金が36,800千円増加した一方

で、親会社株主に帰属する四半期純損失の計上により利益剰余金が287,913千円減少したこと、為替換算調整勘定

が104,570千円、非支配株主持分が89,844千円それぞれ減少したことによるものです。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は1,416,502千円となり、

前連結会計年度末に比べ、377,968千円の減少となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの変動要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は214,557千円となりました。これは主に、売上債権の減少額1,122,172千円の増加

要因に対し、税金等調整前四半期純損失455,406千円、仕入債務の減少額397,235千円、たな卸資産の増加額

184,831千円および法人税等の支払額164,000千円の減少要因によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は152,465千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出154,825

千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により得られた資金は58,531千円となりました。これは主に、長期借入れによる収入600,000千円およ

び株式の発行による収入73,600千円の増加要因に対し、社債の償還による支出317,500千円および長期借入金の返

済による支出267,502千円の減少要因によるものです。

 

(4）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに発生した課題はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は34,646千円です。水関連事業において、

前連結会計年度に引き続き、ケミレスの改良・改善、アブダビ湾岸および中国河北省唐山市曹妃甸工業地区におけ

るハイシスの実証実験に取り組んでいます。

　ケミレスの改良・改善では、地下水に含まれる鉄、マンガン、アンモニア態窒素の除去性能がこれまで立証され

ていましたが、加えて、ヒ素除去の性能も実証実験により認められました。

　ハイシスでは、アブダビ湾岸および中国河北省唐山市曹妃甸工業地区において、１日当たりの海水取水量を引き

上げて、より本プラントに近い環境下での実証実験を継続しています。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,004,000

計 7,004,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,101,000 2,101,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株です。

計 2,101,000 2,101,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 2,101,000 － 787,350 － 782,447
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（６）【大株主の状況】

  平成27年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ハマダ 兵庫県姫路市網干区新在家1261番地の12 350,000 16.66

日立造船株式会社 大阪市住之江区南港北１丁目７番89号 300,000 14.28

JAIC-中小企業グローバル支援投資

事業有限責任組合
東京都千代田区神田錦町３丁目11番地 230,000 10.95

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 104,600 4.98

ダイセン・メンブレン・システムズ

株式会社
東京都新宿区新宿１丁目34番15号 100,000 4.76

新生企業投資株式会社 東京都千代田区大手町１丁目９番７号 74,800 3.56

りそなキャピタル２号投資事業組合
東京都中央区日本橋茅場町１丁目10番５

号　りそなキャピタル株式会社
70,000 3.33

ネオステラ１号投資事業有限責任組

合
東京都中央区日本橋１丁目17番10号 67,600 3.22

東拓工業株式會社 大阪市淀川区三津屋南１丁目１番33号 50,000 2.38

日名　耕太 岡山市北区 43,500 2.07

計 － 1,390,500 66.18

（注）「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点第３位を四捨五入しています。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　25,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,075,800 20,758

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であり、単元株

式数は100株です。

単元未満株式 普通株式　　　　200 － －

発行済株式総数 2,101,000 － －

総株主の議決権 － 20,758 －

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ナガオカ
大阪府貝塚市二色北町１

番15号
25,000 － 25,000 1.19

計 － 25,000 － 25,000 1.19

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）および第２四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

　また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出していますが、訂

正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。

 

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例について

　当四半期報告書は、第２四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、「企業内容等開示ガイドライン24

の４の７－６」の規定に準じて前年同四半期との対比は行っていません。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,806,696 1,421,728

受取手形及び売掛金 2,886,427 ※ 1,746,752

商品及び製品 44,122 7,810

仕掛品 267,168 429,530

原材料及び貯蔵品 616,223 635,125

繰延税金資産 102,743 215,496

その他 228,297 192,187

流動資産合計 5,951,678 4,648,631

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,341,443 1,300,949

機械装置及び運搬具（純額） 429,655 441,527

リース資産（純額） 258,040 226,324

建設仮勘定 13,927 15,123

その他（純額） 86,741 83,899

有形固定資産合計 2,129,807 2,067,823

無形固定資産 362,871 334,870

投資その他の資産   

繰延税金資産 48,682 48,176

その他 114,175 112,318

投資その他の資産合計 162,858 160,494

固定資産合計 2,655,537 2,563,188

資産合計 8,607,216 7,211,820
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 831,571 ※ 419,171

短期借入金 1,310,062 1,336,569

1年内返済予定の長期借入金 516,127 605,554

1年内償還予定の社債 185,000 110,000

未払法人税等 174,029 12,000

繰延税金負債 36,676 11,466

役員賞与引当金 70,750 8,200

工事損失引当金 3,263 -

その他 519,542 212,605

流動負債合計 3,647,025 2,715,566

固定負債   

社債 422,500 180,000

長期借入金 756,249 998,743

退職給付に係る負債 73,895 74,562

資産除去債務 70,148 72,972

その他 290,665 232,559

固定負債合計 1,613,458 1,558,837

負債合計 5,260,484 4,274,404

純資産の部   

株主資本   

資本金 750,550 787,350

資本剰余金 773,247 810,047

利益剰余金 803,154 515,242

自己株式 △21,000 △21,000

株主資本合計 2,305,951 2,091,640

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 197 △391

為替換算調整勘定 327,722 223,152

その他の包括利益累計額合計 327,920 222,761

非支配株主持分 712,859 623,015

純資産合計 3,346,731 2,937,415

負債純資産合計 8,607,216 7,211,820
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 ※１ 1,075,303

売上原価 774,243

売上総利益 301,060

販売費及び一般管理費 ※２ 676,342

営業損失（△） △375,281

営業外収益  

受取利息 637

スクラップ売却益 7,107

補助金収入 7,495

その他 6,551

営業外収益合計 21,791

営業外費用  

支払利息 22,059

為替差損 50,611

支払手数料 28,014

その他 915

営業外費用合計 101,600

経常損失（△） △455,090

特別損失  

固定資産除却損 315

特別損失合計 315

税金等調整前四半期純損失（△） △455,406

法人税等 △125,299

四半期純損失（△） △330,106

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △42,195

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △287,911
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【四半期連結包括利益計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純損失（△） △330,106

その他の包括利益  

繰延ヘッジ損益 △589

為替換算調整勘定 △152,219

その他の包括利益合計 △152,808

四半期包括利益 △482,915

（内訳）  

親会社株主に係る四半期包括利益 △393,070

非支配株主に係る四半期包括利益 △89,844
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △455,406

減価償却費 101,754

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △62,550

工事損失引当金の増減額（△は減少） △3,263

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 667

受取利息及び受取配当金 △637

支払利息 22,059

支払手数料 28,014

固定資産除却損 315

為替差損益（△は益） 38,493

売上債権の増減額（△は増加） 1,122,172

たな卸資産の増減額（△は増加） △184,831

未収消費税等の増減額（△は増加） 99,307

未収入金の増減額（△は増加） 825

仕入債務の増減額（△は減少） △397,235

未払費用の増減額（△は減少） △73,037

未払金の増減額（△は減少） △155,240

前受金の増減額（△は減少） 2,801

その他 △113,069

小計 △28,862

利息及び配当金の受取額 637

利息の支払額 △22,332

法人税等の支払額 △164,000

営業活動によるキャッシュ・フロー △214,557

投資活動によるキャッシュ・フロー  

定期預金の払戻による収入 7,000

有形固定資産の取得による支出 △154,825

無形固定資産の取得による支出 △3,520

差入保証金の差入による支出 △1,922

差入保証金の回収による収入 210

保険積立金の解約による収入 970

その他 △378

投資活動によるキャッシュ・フロー △152,465

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 27,292

長期借入れによる収入 600,000

長期借入金の返済による支出 △267,502

社債の償還による支出 △317,500

リース債務の返済による支出 △29,344

株式の発行による収入 73,600

コミットメントフィーの支払額 △28,014

財務活動によるキャッシュ・フロー 58,531

現金及び現金同等物に係る換算差額 △69,477

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △377,968

現金及び現金同等物の期首残高 1,794,471

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,416,502
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号

平成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更および少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度につい

ては、連結財務諸表の組替えを行っています。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（原価差異の繰延処理）

操業度の時期的な変動により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該原

価差異を流動資産（その他）として繰り延べています。

 

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理をしています。なお、当四半

期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計

期間末日残高に含まれています。

 
前連結会計年度

（平成27年６月30日）
当第２四半期連結会計期間
（平成27年12月31日）

受取手形 －千円 5,681千円

支払手形 － 36,960

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　売上高の季節的変動

当第２四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年12月31日）

　当社グループの売上高は、連結会計年度末に向けて完成する工事の割合が高くなる傾向にあるため、季節

的変動があります。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりです。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年７月1日
　至　平成27年12月31日)

給与手当 170,412千円

役員賞与引当金繰入額 8,200

退職給付費用 2,189

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりです。

 
当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 1,421,728千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5,225

現金及び現金同等物 1,416,502
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年12月31日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

平成27年５月27日および平成27年６月11日開催の当社取締役会において、オーバーアロットメントによる売

出しに関連して行う、第三者割当による新株式の発行を決議し、平成27年７月29日に払込が完了しました。こ

の結果、当第２四半期連結累計期間において資本金が36,800千円、資本準備金が36,800千円それぞれ増加し、

当第２四半期連結会計期間末において資本金が787,350千円、資本剰余金が810,047千円となっています。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

     (単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ エネルギー関連 水関連 計

売上高      

外部顧客への売上高 627,908 447,395 1,075,303 - 1,075,303

セグメント間の内部売上高

または振替高
- - - - -

計 627,908 447,395 1,075,303 - 1,075,303

セグメント損失（△） △69,595 △24,052 △93,647 △281,634 △375,281

　（注）１．セグメント損失の調整額△281,634千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用です。全社費用

は、主に、各報告セグメントに帰属しない役員および管理部門に係る人件費、経費等の一般管理費です。

２．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（セグメント区分の変更等）

　当社グループのセグメント区分は、従来、「エネルギー関連事業」、「取水関連事業」および「その他」として

いましたが、業績拡大に向け、平成27年７月１日付で組織を変更したことに伴い、当社グループの企業活動の実態

に即した、より適切な開示を行うことを目的として、第１四半期連結会計期間より、「エネルギー関連事業」およ

び、従来の「取水関連事業」と「その他」を合わせた新たな「水関連事業」の２つをセグメント区分とすることに

しました。

　当該セグメント変更は、これまで「その他」に含めていた、当社が成長製品と位置付けるケミレスおよびハイシ

スが、今後、収益の獲得が見込まれるため、新たな体制で積極的な営業展開を図ることを目的とするものです。そ

のため、今後、当社では、ケミレスおよびハイシスを「その他」ではなく独立した事業として認識するとともに、

親和性のある従来の「取水関連事業」と合わせた新たな「水関連事業」として捉え、業績評価の基礎とすることに

しました。

　また、当該セグメント区分の変更に合わせて、従来合理的な配分基準により各セグメントに配分していた全社費

用について、各セグメント別の経営成績をより適切に反映させるため、これを配分しない方法に変更しています。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △139円20銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△287,911

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）
△287,911

普通株式の期中平均株式数（株） 2,068,391

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

金額であるため記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月14日

株式会社ナガオカ

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 土居　正明　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅　　潔　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ナガオ

カの平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年12月31日まで）に係る訂正後の四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ナガオカ及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、

当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成28年２月10日に四半期レビュー報告書を提出した。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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